
柏市の財務書類
【統一的な基準】

（令和５年度決算）

（資料編）

令和７年３月



第１章　一般会計等財務書類 …………………………………………………………… 1

一般会計等貸借対照表 ……………………………………………………………… 2

一般会計等行政コスト計算書 ……………………………………………………… 3

一般会計等純資産変動計算書 …………………………………………………… 4

一般会計等資金収支計算書 ……………………………………………………… 5

一般会計等財務書類に係る注記 …………………………………………………… 6

一般会計等附属明細書 ……………………………………………………………… 12

１．一般会計等貸借対照表の内容に関する明細 …………………………… 12

(1) 資産項目の明細 ………………………………………………………… 12

(2) 負債項目の明細 ………………………………………………………… 18

２．一般会計等行政コスト計算書の内容に関する明細 ……………………… 21

(1) 補助金等の明細 ………………………………………………………… 21

(2) 一般会計等行政コスト計算書に係る行政目的別の明細 …………… 22

３．一般会計等純資産変動計算書の内容に関する明細 …………………… 23

(1) 財源の明細 ……………………………………………………………… 23

(2) 財源情報の明細 ………………………………………………………… 24

４．一般会計等資金収支計算書の内容に関する明細 ……………………… 24

(1) 資金の明細 ……………………………………………………………… 24

第２章　全体財務書類 …………………………………………………………………… 26

全体貸借対照表 ……………………………………………………………………… 27

全体行政コスト計算書 ……………………………………………………………… 28

全体純資産変動計算書 …………………………………………………………… 29

全体資金収支計算書 ……………………………………………………………… 30

全体財務書類に係る注記 …………………………………………………………… 31

全体附属明細書 ……………………………………………………………………… 36

１．全体貸借対照表の内容に関する明細 …………………………………… 36

(1) 資産項目の明細 ………………………………………………………… 36

(2) 負債項目の明細 ………………………………………………………… 42

２．全体行政コスト計算書の内容に関する明細 ……………………………… 45

(1) 補助金等の明細 ………………………………………………………… 45

(2) 全体行政コスト計算書に係る行政目的別の明細 …………………… 46

３．全体純資産変動計算書の内容に関する明細 …………………………… 47

(1) 財源の明細 ……………………………………………………………… 47

(2) 財源情報の明細 ………………………………………………………… 48

４．全体資金収支計算書の内容に関する明細 ……………………………… 48

(1) 資金の明細 ……………………………………………………………… 48

目次



第３章　連結財務書類 …………………………………………………………………… 50

連結貸借対照表 ……………………………………………………………………… 51

連結行政コスト計算書 ……………………………………………………………… 52

連結純資産変動計算書 …………………………………………………………… 53

連結資金収支計算書 ……………………………………………………………… 54

連結財務書類に係る注記 …………………………………………………………… 55

連結附属明細書 ……………………………………………………………………… 60

１．連結貸借対照表の内容に関する明細 …………………………………… 60

(1) 資産項目の明細 ………………………………………………………… 60

(2) 負債項目の明細 ………………………………………………………… 67

２．連結行政コスト計算書の内容に関する明細 ……………………………… 70

(1) 補助金等の明細 ………………………………………………………… 70

(2) 連結行政コスト計算書に係る行政目的別の明細 …………………… 71

３．連結純資産変動計算書の内容に関する明細 …………………………… 72

(1) 財源の明細 ……………………………………………………………… 72

(2) 財源情報の明細 ………………………………………………………… 73

４．連結資金収支計算書の内容に関する明細 ……………………………… 73

(1) 資金の明細 ……………………………………………………………… 73

※「解説編」について

※財務書類および附属明細書の単位および計数の端数処理

本編に掲載されている財務書類について解説した『柏市の財務書類【統一的な基準】（令和５年度
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第１章　一般会計等財務書類
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（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他

その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品

物品減価償却累計額
無形固定資産

ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金

基金
減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他

徴収不能引当金

－

1,023 479,415

173,867 △85,913

120,584

－ 1,590

－ 4,045

△3,387

95,752

△63,800

－

30

19,641

6

393,501

29,867

－

30,720

△66

資産合計 負債及び純資産合計

67,099

35,362

35,346

10

6

499,136

19,641

－

－

純資産合計△41

499,136

10,215

869

－

167

－ 105,635

－

負債合計

29,867

－

1,770

823

92

731

18,118

7,243

△5,609

6,600

15,356

9,076 9,168

△7,231 38

－ －

－ －

－ －

【様式第１号】

貸借対照表(一般会計等)

科目 金額 科目 金額

(令和　６年　３月３１日現在)

－ 514

787

468,416 90,279

400,494 71,963

224,992 －

144,388 15,916

－

200,275 1,613

△122,538
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（単位：百万円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト 135,539

2,070

139,191

【様式第２号】

行政コスト計算書(一般会計等)
自  令和　５年　４月　１日
至  令和　６年　３月３１日

科目 金額

12,088

4,306

34,624

26,347

560

7,715

2

2,601

285

64

2,253

76,213

49,614

14,345

166

4,758

2,688

1

92

73

18

134,433

1,198

－

1,197

－

－

62,978

25,753

18,604

1,590

1,252
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（単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 475,356 △87,794

純行政コスト（△） △135,539

財源 141,248

税収等 94,615

国県等補助金 46,633

本年度差額 5,709

固定資産等の変動（内部変動） 3,818 △3,818

有形固定資産等の増加 7,239 △7,239

有形固定資産等の減少 △8,973 8,973

貸付金・基金等の増加 7,005 △7,005

貸付金・基金等の減少 △1,454 1,454

資産評価差額 △0

無償所管換等 240

その他 - △11

本年度純資産変動額 4,058 1,880

本年度末純資産残高 479,415 △85,913

△0

240

△11

5,938

393,501

△135,539

141,248

94,615

46,633

5,709

【様式第３号】

387,563

科目 合計

純資産変動計算書(一般会計等)
自  令和　４年　４月　１日

至  令和　５年　３月３１日
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（単位：百万円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

移転費用支出

補助金等支出

社会保障給付支出

他会計への繰出支出

その他の支出

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出

災害復旧事業費支出

その他の支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入

その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

財務活動支出

地方債償還支出

その他の支出

財務活動収入

地方債発行収入

その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

7,777

△11,981

134

－

4,478

1,314

1,213

－

2,801

9,869

14,782

144,598

94,519

45,423

2,687

1,969

－

－

－

－

13,858

1,210

234

1,223

3,963

72

4,035

10,215

－

△4,281

△2,404

8,584

本年度末資金残高

本年度資金収支額

前年度末資金残高

9,208

661

5,587

6,180

5,587

【様式第４号】

資金収支計算書(一般会計等)
自  令和　５年　４月　１日

至  令和　６年　３月３１日

科目 金額

169

130,740

54,524

25,110

26,909

285

2,219

76,216

12,088

49,614

14,345
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一般会計等財務書類に係る注記 

１ 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

ア 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価

ただし，開始時の評価基準及び評価方法については，次のとおりです。 

(ｱ) 昭和５９年度以前に取得したもの･･････････再調達原価

ただし，道路，河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

(ｲ) 昭和６０年度以降に取得したもの

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし，取得原価が不明な道路，河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としてい 

ます。 

イ 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価

ただし，開始時の評価基準及び評価方法については，次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

ア 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法）

イ 満期保有目的以外の有価証券

(ｱ) 市場価格のあるもの･･････････････････････該当なし

(ｲ) 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額

ウ 出資金

(ｱ) 市場価格のあるもの･･････････････････････該当なし

(ｲ) 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当はありません。

(4) 有形固定資産等の減価償却の方法

ア 有形固定資産（リース資産を除きます。)･････定額法

なお，主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物   ５年～５０年 

工作物  ７年～６０年 
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物品 ２年～１５年 

イ 無形固定資産（リース資産を除きます。)･････定額法

（ソフトウェアについては，「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に

定める期間（５年）に基づく定額法によっています。） 

ウ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以

内のリース取引及びリース契約 1件あたりのリース料総額が３００万円以下の 

ファイナンス・リース取引を除きます。）

･･･････････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

(5) 引当金の計上基準及び算定方法

ア 徴収不能引当金

未収金，長期延滞債権，貸付金及び長期貸付金については，過去５年間の平均

不納欠損率により，徴収不能見込額を計上しています。 

イ 退職手当引当金

期末自己都合要支給額を計上しています。

ウ 損失補償等引当金

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち，地方公共団体の財政の

健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上 

しています。 

エ 賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費

相当額の見込額について，それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上して 

います。 

(6) リース取引の処理方法

ア ファイナンス・リース取引

(ｱ) 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引

及びリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

(ｲ) (ｱ)以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7) 資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（柏市資金運用方針において， 
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  歳計現金等の保管方法として規定した預金等をいいます。） 

なお，現金及び現金同等物には，出納整理期間における取引により発生する資金 

  の受払いを含んでいます。 

(8) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

ア 物品及びソフトウェアの計上基準

物品については，取得価額又は見積価格が５０万円以上の場合に資産として計

上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

イ 資本的支出と修繕費の区分基準

資本的支出と修繕費の区分基準については，金額が６０万円未満であるとき， 

又は固定資産の取得価額等のおおむね１０％未満相当額以下であるときに修繕 

費として処理しています。 

２ 重要な会計方針の変更等 

(1) 会計方針の変更

該当はありません。

(2) 表示方法の変更

該当はありません。

(3) 資金収支計算書における資金の範囲の変更

該当はありません。

３ 重要な後発事象 

  該当する事象はありません。 

４ 偶発債務 

(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況

  他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し，保証を行っています。 
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団体（会計）

名 
確定債務額 

履行すべき額が確定していな

い損失補償債務等 
総額 

損失補償等引

当金計上額 

貸借対照表

未計上額 

柏市土地開

発公社 
― ― ― ― 

計 ― ― ― ― 

(2) 係争中の訴訟等

係争中の訴訟で損害賠償等の請求を受けている主なものは次のとおりです。

千葉地方裁判所松戸支部 令和５年（ワ）第９９０号 

 国家損害賠償請求事件  １，６００，０００円 

５ 追加情報 

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

ア 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。

一般会計 

柏都市計画事業北柏駅北口土地区画整理事業特別会計 

学校給食センター事業特別会計 

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 

イ 一般会計には，決算統計では普通会計から除外される南柏駅東口土地区画整理

事業特別会計（平成１９年度をもって廃止した想定企業会計）を含みます。 

ウ 地方自治法第２３５条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計にお

いては，出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計 

年度末の計数としています。 

エ 百万円未満を四捨五入して表示しているため，合計金額が一致しない場合があ

ります。 

オ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は， 

次のとおりです。 

実質赤字比率 －％（参考：黒字額の割合５．６３％） 

連結実質赤字比率  －％（参考：黒字額の割合２７．０８％） 

実質公債費比率 １．１％ 

将来負担比率 －％（マイナスのため「－」で表示。参考：△５０．１％） 

カ 繰越事業に係る将来の支出予定額 ６，８７８百万円
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(2) 貸借対照表に係る事項

ア 売却可能資産の範囲及び内訳は，次のとおりです。

(ｱ) 範囲

令和６年度予算において，財産収入として措置されている公共資産 

(ｲ) 内訳

事業用資産 ０百万円（０百万円） 

 土地        ０百万円（０百万円） 

令和６年３月３１日時点における売却可能価額を記載しています。 

売却可能価額は，公示地価に基づく評価方法によっています。 

上記の（０百万円）は貸借対照表における簿価を記載しています。 

イ 基金借入金（繰替運用）

該当はありません。

ウ 地方交付税措置のある地方債のうち，将来の普通交付税の算定基礎である基準

財政需要額に含まれることが見込まれる金額 ６８，５２４百万円 

エ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素

は，次のとおりです。 

標準財政規模    ８６，９０１百万円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額  ８，０１３百万円 

将来負担額  １１１，９５３百万円 

充当可能基金額   ５４，６３５百万円 

特定財源見込額   １３，０２４百万円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 ８３，８７９百万円 

オ 地方自治法第２３４条の３に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上された

リース債務金額

該当はありません。

(3) 純資産変動計算書に係る事項

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

ア 固定資産等形成分

固定資産から長期延滞債権及び徴収不能引当金を控除した額に流動資産にお

ける短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

イ 余剰分（不足分）

純資産合計額のうち，固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

(4) 資金収支計算書に係る事項

10



ア 基礎的財政収支

業務活動収支 １３，８５８百万円 

 支払利息支出   ２８５百万円 

  投資活動収支 △１１，９８１百万円

基金積立金支出 ４，４７８百万円 

基金取崩収入  △２３４百万円

基礎的財政収支 ６，４０６百万円 

イ 既存の決算情報との関連性

収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 158,239百万円 152,332百万円 

財務書類の対象となる会計の範囲

の相違に伴う差額 

△5,253百万円 3,059百万円 

資金収支計算書 152,986百万円 155,391百万円 

地方自治法第２３３条第１項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲 

  としているのに対し，資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としているため， 

  歳入歳出決算書と資金収支計算書は一部の特別会計（柏都市計画事業北柏駅北口土 

  地区画整理事業特別会計，学校給食センター事業特別会計，母子父子寡婦福祉資金 

  貸付事業特別会計）の分だけ相違します。 

ウ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の

内訳 

資金収支計算書 

 業務活動収支 １３，８５８百万円 

未収債権額の減少 １１１百万円 

減価償却費  △７，７１５百万円

退職手当引当金の増加 △５５７百万円

徴収不能引当金繰入額 △６４百万円

損失補償引当金の減少 ２１百万円

資産除売却損 △１，１２４百万円

徴収不能引当金超過不納欠損  △３１百万円

投資活動収入の国県等補助金収入   １，２１０百万円 

純資産変動計算書の本年度差額 ５，７０９百万円 

エ 一時借入金

該当はありません。

オ 重要な非資金取引

該当はありません。
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1.
30
%

16
-

4

公
益
財
団
法
人
千
葉
県
教
育
振

興
財
団

15
2,
87
9

42
1

2,
45
8

1,
25
4

1.
18
%

29
-

15

首
都
圏
新
都
市
鉄
道
株
式
会
社

9,
79
8

67
2,
96
3

48
0,
33
4

19
2,
62
9

18
5,
01
6

5.
30
%

10
,2
09

-
9,
79
8

千
葉
園
芸
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
加
工

株
式
会
社

0
20
9

43
16
7

60
0.
42
%

1
-

0

株
式
会
社
日
立
柏
レ
イ
ソ
ル

2
1,
95
0

1,
71
8

23
2

10
0

2.
00
%

5
2

0

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

20
2
3,
91
7,
96
4

23
,4
92
,1
00

42
5,
86
4

16
,6
02

0.
12
%

51
1

-
20

株
式
会
社
ベ
イ
エ
フ
エ
ム

2
2,
91
9

30
7

2,
61
3

80
0

0.
28
%

7
-

2

合
計

9,
92
8

2
6,
32
6,
13
0

25
,5
94
,0
17

73
2,
11
3

27
5,
67
4

10
,9
04

2
9,
92
6
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④
基
金
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

財
政
調
整
基
金

1
7
,3
9
1

2
,2
5
0

-
-

1
9
,6
4
1

減
債
基
金

-
-

-
-

-

職
員
退
職
手
当
基
金

2
,0
7
8

-
-

-
2
,0
7
8

公
共
施
設
整
備
基
金

1
7
,5
9
6

-
-

-
1
7
,5
9
6

寄
附
基
金

9
8
6

-
-

-
9
8
6

市
民
公
益
活
動
促
進
基
金

3
0

-
-

-
3
0

都
市
整
備
基
金

4
,0
3
5

-
-

-
4
,0
3
5

土
地
開
発
基
金
　

4
,4
9
0

-
4
7
8

-
4
,9
6
8

森
林
環
境
譲
与
税
基
金

4
4

-
-

-
4
4

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策

利
子
補
給
基
金

1
3
1

-
-

-
1
3
1

合
計

4
6
,7
8
0

2
,2
5
0

4
7
8

-
4
9
,5
0
8

合
計

(貸
借
対
照
表
計
上
額
)

(参
考
)財

産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

種
類

現
金
預
金

有
価
証
券

土
地

そ
の
他

15



⑤
貸

付
金

の
明

細
（
単

位
：
百

万
円

）

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

そ
の

他
の

貸
付

金

　
社

会
福

祉
施

設
整

備
貸

付
金

-
-

1
3

-
1
3

 高
等

職
業

訓
練

促
進

資
金

貸
付

金
4
6

0
-

-
4
6

　
母

子
福

祉
資

金
貸

付
金

1
1
7

1
1
6

0
1
3
4

　
寡

婦
福

祉
資

金
貸

付
金

2
0

1
0

3

　
父

子
福

祉
資

金
貸

付
金

2
0

1
0

2

合
計

1
6
7

1
3
0

0

長
期

貸
付

金
短

期
貸

付
金

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
（
参

考
）

貸
付

金
計

16



⑥
長
期
延
滞
債
権
の
明
細

（単
位
：百

万
円
）

⑦
未
収
金
の
明
細

（単
位
：百

万
円
）

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

【貸
付
金
】

【貸
付
金
】

そ
の
他
の
貸
付
金

-
-

そ
の
他
の
貸
付
金

-
-

生
活
一
時
資
金
貸
付
金

2
0

母
子
福
祉
資
金
貸
付
金

1
0

高
等
学
校
等
入
学
準
備
金
貸
付
金

1
0

寡
婦
福
祉
資
金
貸
付
金

0
0

母
子
福
祉
資
金
貸
付
金

1
0

寡
婦
福
祉
資
金
貸
付
金

-
-

小
計

3
0

小
計

1
0

【未
収
金
】

【未
収
金
】

税
等
未
収
金

税
等
未
収
金

　
個
人
市
民
税

65
7

37
　
個
人
市
民
税

41
7

23

　
法
人
市
民
税

4
4

4
　
法
人
市
民
税

35
3

　
固
定
資
産
税

3
04

13
　
固
定
資
産
税

20
9

9

　
軽
自
動
車
税

2
3

2
　
軽
自
動
車
税

12
1

　
都
市
計
画
税

72
4

　
都
市
計
画
税

49
3

　
た
ば
こ
税

-
-

　
た
ば
こ
税

-
-

　
事
業
所
税

-
-

　
事
業
所
税

-
-

そ
の
他
の
未
収
金

そ
の
他
の
未
収
金

　
使
用
料
・手

数
料

8
3

3
　
使
用
料
・手

数
料

9
1

　
分
担
金
及
び
負
担
金

22
2

　
分
担
金
及
び
負
担
金

7
1

　
諸
収
入

56
0

1
　
諸
収
入

13
1

0

小
計

1
,7
66

65
小
計

86
9

40

合
計

1
,7
70

65
合
計

86
9

40

17



（２
）負

債
項
目
の
明
細

①
地
方
債
（借

入
先
別
）の

明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

う
ち
1
年
内
償
還
予
定

う
ち
共
同
発
行
債

う
ち
住
民
公
募
債

【
通
常
分
】

　
一
般
公
共
事
業

4
,2
5
7

6
2
2

8
9
9

4
5
6

2
,0
0
9

8
9
4

-
-

-
-

　
公
営
住
宅
建
設

6
1

1
9

3
2

-
3
0

-
-

-
-

-

　
災
害
復
旧

4
6

1
4

2
2

-
1
1

1
3

-
-

-
-

　
教
育
・
福
祉
施
設

1
5
,8
5
7

1
,5
3
7

6
,2
6
5

5
4

5
,3
4
2

4
,0
7
1

-
-

-
1
2
5

　
一
般
単
独
事
業

1
7
,2
5
6

2
,2
8
3

2
4

2
,7
7
1

9
,8
2
8

4
,2
2
0

-
-

-
4
1
4

　
そ
の
他

6
,6
3
0

1
,0
0
1

1
,8
7
4

6
7
2

2
,6
8
5

1
,3
6
8

-
-

-
3
1

【
特
別
分
】

　
臨
時
財
政
対
策
債

3
6
,2
4
5

3
,5
0
7

2
8
,2
5
3

2
,8
4
3

4
,7
2
9

4
2
0

-
-

-
-

　
減
税
補
て
ん
債

2
5
3

1
4
0

2
5
3

-
-

-
-

-
-

-

　
退
職
手
当
債

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

　
そ
の
他

5
2
7

4
6

4
2
0

-
-

-
-

-
-

1
0
8

合
計

8
1
,1
3
1

9
,1
6
8

3
8
,0
4
0

6
,7
9
5

2
4
,6
3
3

1
0
,9
8
6

-
-

-
6
7
7

そ
の
他
の

金
融
機
関

市
場
公
募
債

そ
の
他

種
類

地
方
債
残
高

政
府
資
金

地
方
公
共
団
体

金
融
機
構

市
中
銀
行
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②
地
方
債
（
利
率
別
）
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

81
,1
31

78
,3
93

2,
25
1

46
9

8
5

5
1

0
.
3
8
%

③
地
方
債
（
返
済
期
間
別
）
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

81
,1
31

9,
16
8

9,
22
1

8,
55
2

7,
85
7

7,
32
7

2
4
,
5
4
1

1
0
,
6
8
8

3
,
5
7
9

1
9
8

④
特
定
の
契
約
条
項
が
付
さ
れ
た
地
方
債
の
概
要

（
単
位
：
百
万
円
）

-

契
約
条
項
の
概
要

4
.
0
％
超

1
0
年
超

1
5
年
以
内

（
参
考
）

加
重
平
均

利
率

1
5
年
超

2
0
年
以
内

3
.
5
％
超

4
.
0
％
以
下

５
年
超

1
0
年
以
内

2
0
年
超

-

地
方
債
残
高

地
方
債
残
高

特
定
の
契
約
条
項
が

付
さ
れ
た
地
方
債
残
高

1.
5％

以
下

１
年
以
内

1.
5％

超
2.
0％

以
下

１
年
超

２
年
以
内

2.
0％

超
2.
5％

以
下

２
年
超

３
年
以
内

2.
5％

超
3.
0％

以
下

３
年
超

４
年
以
内

3.
0％

超
3.
5％

以
下

４
年
超

５
年
以
内

19



⑤
引
当
金
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

目
的
使
用

そ
の
他

徴
収
不
能
引
当
金

1
0
7

6
4

6
4

-
1
0
7

投
資
損
失
引
当
金

-
-

-
-

-

退
職
手
当
引
当
金

1
5
,3
5
9

1
,2
5
2

6
9
6

-
1
5
,9
1
6

損
失
補
償
等
引
当
金

8
0
9

-
3

1
8

7
8
7

賞
与
等
引
当
金

1
,5
0
5

1
,5
9
0

1
,5
0
5

-
1
,5
9
0

合
計

1
7
,7
8
0

2
,9
0
6

2
,2
6
8

1
8

1
8
,4
0
1

本
年
度
減
少
額

区
分

前
年
度
末
残
高

本
年
度
増
加
額

本
年
度
末
残
高
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２
．
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（１
）補

助
金
等
の
明
細

名
称

私
立
保
育
所
整
備
費
補
助

金 特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
整

備
等
補
助
金

柏
北
部
中
央
地
区
土
地
区

画
整
理
事
業
負
担
金

公
共
施
設
管
理
者
負
担
金

公
的
介
護
施
設
等
開
設
準

備
等
補
助
金

そ
の
他

計

下
水
道
事
業
会
計
補
助
金

環
境
衛
生
組
合
負
担
金

水
道
事
業
会
計
補
助
金

保
育
士
等
処
遇
改
善
事
業

補
助
金

私
立
保
育
所
運
営
費
等
補

助
金

そ
の
他

計

4
,6
3
5

民
間
保
育
所
の
運
営
費
に
対
す
る

補
助
金

6
2
2

下
水
道
事
業
に
対
す
る
補
助
金

環
境
衛
生
組
合
に
対
す
る
負
担
金

水
道
事
業
に
対
す
る
補
助
金

民
間
保
育
施
設
に
勤
務
す
る
保
育

士
へ
の
補
助
金

民
間
保
育
施
設
整
備
に
対
す
る
支

援
金

3
1
3

4
5
8

3
6
1

社
会
福
祉
法
人
等

千
葉
県

柏
市
柏
イ
ン
タ
ー
西
土
地
区

画
整
理
組
合

社
会
福
祉
法
人
等

民
間
社
会
福
祉
施
設
整
備
に
対
す

る
支
援

都
市
計
画
事
業
に
係
る
負
担
金

道
路
占
用
物
復
旧
工
事
に
係
る
負

担
金

民
間
社
会
福
祉
施
設
開
設
準
備
に

対
す
る
支
援

5
8
2

合
計

そ
の
他
の
補
助
金
等

5
9
0

9
,1
4
8

1
2
,0
8
8

柏
市
下
水
道
事
業
会
計

柏
・白

井
・鎌

ケ
谷
環
境
衛

生
組
合

柏
市
水
道
事
業
会
計

私
立
認
可
保
育
園
・幼

保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園

私
立
保
育
所

1
,0
0
4

8
9
0

他
団
体
へ
の
公
共
施
設
等
整
備
補
助
金
等

(所
有
外
資
産
分
)

9
8
5

2
4
2

2
,9
4
1

1
,4
0
6

私
立
認
可
保
育
園
・幼

保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園

（
単
位
：
百
万
円
）

区
分

相
手
先

金
額

支
出
目
的
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行
政
コ
ス
ト
計
算
書
に
係
る
行
政
目
的
別
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

経
常
費
用

1
0
,7
7
7

1
6
,2
9
4

7
8
,2
4
7

1
7
,3
7
2

1
,6
7
7

5
,6
2
7

9
,1
9
6

1
3
9
,1
9
1

業
務
費
用

8
,2
2
4

1
3
,6
9
2

1
3
,6
1
7

1
2
,2
7
3

8
0
5

5
,4
4
4

8
,9
2
2

6
2
,9
7
8

人
件
費

2
,3
9
0

4
,0
3
8

8
,5
4
8

2
,4
9
0

4
1
6

4
,3
2
6

3
,5
4
5

2
5
,7
5
3

職
員
給
与
費

1
,9
5
7

2
,6
0
0

5
,6
2
3

2
,0
8
1

3
1
7

3
,7
3
8

2
,2
8
9

1
8
,6
0
4

賞
与
等
引
当
金
繰
入
額

1
6
4

1
9
5

4
2
7

1
6
3

2
7

2
8
8

3
2
8

1
,5
9
0

退
職
手
当
引
当
金
繰
入
額

2
4
2

-
3
5
5

7
2
7

2
3
4

3
8
7

1
,2
5
2

そ
の
他

2
8

1
,2
4
3

2
,1
4
2

2
4
0

4
5

6
6

5
4
2

4
,3
0
6

物
件
費
等

5
,7
3
5

9
,5
5
4

4
,2
1
4

8
,7
3
8

3
8
5

1
,1
1
4

4
,8
8
4

3
4
,6
2
4

物
件
費

3
,2
5
6

6
,3
6
9

3
,4
0
7

7
,9
2
5

2
3
9

6
1
9

4
,5
3
1

2
6
,3
4
7

維
持
補
修
費

7
5

2
8
0

8
2

5
1

2
1
8

5
2

5
6
0

減
価
償
却
費

2
,4
0
4

2
,9
0
4

7
2
5

7
6
1

1
4
4

4
7
6

3
0
0

7
,7
1
5

そ
の
他

0
0

0
1

0
1

1
2

そ
の
他
の
業
務
費
用

9
9

1
0
1

8
5
5

1
,0
4
5

4
4

4
9
4

2
,6
0
1

支
払
利
息

9
4

7
9

7
1
7

4
3

8
1

2
8
5

徴
収
不
能
引
当
金
繰
入
額

△
0

0
6

0
-

0
5
8

6
4

そ
の
他

5
2
2

8
4
2

1
,0
2
8

0
1

3
5
6

2
,2
5
3

移
転
費
用

2
,5
5
3

2
,6
0
2

6
4
,6
3
0

5
,0
9
9

8
7
1

1
8
3

2
7
4

7
6
,2
1
3

補
助
金
等

2
,4
5
9

8
1
9

5
,1
5
1

2
,6
1
6

6
9
0

1
3
8

2
1
5

1
2
,0
8
8

社
会
保
障
給
付

1
4

1
,7
5
0

4
5
,4
1
8

2
,3
7
0

2
4
1

1
9

4
9
,6
1
4

他
会
計
へ
の
繰
出
金

-
-

1
4
,0
5
6

1
0
9

1
8
0

-
-

1
4
,3
4
5

そ
の
他

8
0

3
3

4
5

0
4

4
0

1
6
6

経
常
収
益

7
7
9

2
9
7

1
,5
7
6

1
,4
3
3

4
7

2
6

6
0
1

4
,7
5
8

使
用
料
及
び
手
数
料

5
8
6

1
1
3

9
4
5

8
8
3

1
2

1
5
8

2
,6
8
8

そ
の
他

1
9
2

1
8
4

6
3
1

5
5
0

4
6

2
4

4
4
4

2
,0
7
0

純
経
常
行
政
コ
ス
ト

△
9
,9
9
8

△
1
5
,9
9
8

△
7
6
,6
7
1

△
1
5
,9
4
0

△
1
,6
2
9

△
5
,6
0
1

△
8
,5
9
5

△
1
3
4
,4
3
3

臨
時
損
失

5
9
9

5
2
8

4
2
8

0
1
9

2
0

1
,1
9
8

災
害
復
旧
事
業
費

-
-

-
-

-
-

-
-

資
産
除
売
却
損

5
9
9

5
2
8

4
2
8

0
1
9

1
9

1
,1
9
7

投
資
損
失
引
当
金
繰
入
額

-
-

-
-

-
-

-
-

損
失
補
償
等
引
当
金
繰
入
額

-
-

-
-

-
-

-
-

そ
の
他

0
0

0
0

-
-

1
1

臨
時
利
益

6
3

-
0

-
1
8

3
8

9
2

資
産
売
却
益

6
3

-
-

-
-

3
8

7
3

そ
の
他

0
-

0
-

1
8

-
-

1
8

純
行
政
コ
ス
ト

△
1
0
,5
3
4

△
1
6
,5
2
6

△
7
6
,6
7
5

△
1
5
,9
6
7

△
1
,6
1
1

△
5
,6
1
8

△
8
,6
0
7

△
1
3
5
,5
3
9

産
業
振
興

消
防

総
務

合
計

生
活
イ
ン
フ
ラ
・

国
土
保
全

教
育

福
祉

環
境
衛
生

区
分
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（
１
）
財
源
の
明
細

（単
位
：百

万
円
）

会
計

区
分

財
源
の
内
容

金
額

地
方
税

7
2
,1
9
1

地
方
交
付
税

6
,7
7
7

地
方
譲
与
税

8
7
6

地
方
消
費
税
交
付
金

1
0
,2
2
1

分
担
金
・
負
担
金

1
,0
1
3

そ
の
他

3
,5
3
6

9
4
,6
1
5

国
庫
支
出
金

9
0
6

県
支
出
金

3
4

計
9
3
9

国
庫
支
出
金

3
4
,0
6
4

県
支
出
金

1
1
,3
5
9

計
4
5
,4
2
3

4
6
,3
6
2

1
4
0
,9
7
7 -

国
庫
支
出
金

2
7
1

県
支
出
金

-

計
2
7
1

国
庫
支
出
金

-

県
支
出
金

-

計
-

2
7
1

2
7
1

9
4
,6
1
5

4
6
,6
3
3

1
4
1
,2
4
8

３
．
純
資
産
変
動
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

小
計

小
計

合
計

一
般
会
計

税
収
等

国
県
等
補
助
金

資
本
的

補
助
金

経
常
的

補
助
金

一
般
会
計
等

税
収
等

合
計

国
県
等
補
助
金

資
本
的

補
助
金

経
常
的

補
助
金

特
別
会
計

税
収
等

小
計

国
県
等
補
助
金

合
計
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国
県
等
補
助
金

地
方
債

税
収
等

そ
の
他

純
行
政
コ
ス
ト

1
3
5
,5
3
9

4
6
,3
4
1

1
,3
4
4

7
7
,2
3
3

1
0
,6
2
1

有
形
固
定
資
産
等
の
増
加

7
,2
3
9

3
2
2

4
,2
4
3

2
,5
8
4

8
9

貸
付
金
・
基
金
等
の
増
加

7
,0
0
5

-
-

6
,9
4
1

6
5

そ
の
他

1
1

-
-

1
1

-

合
計

1
4
9
,7
9
5

4
6
,6
6
3

5
,5
8
7

8
6
,7
6
9

1
0
,7
7
5

４
．
資
金
収
支
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（
１
）
資
金
の
明
細

（単
位
：百

万
円
）

種
類

要
求
払
預
金

合
計

1
0
,2
1
5

（
２
）
財
源
情
報
の
明
細

（単
位
：百

万
円
）

内
訳

区
分

金
額

本
年
度
末
残
高

1
0
,2
1
5
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第２章　全体財務書類
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（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 固定負債
有形固定資産 地方債

事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金

建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債

工作物 1年内償還予定地方債

工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用

船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益

浮標等減価償却累計額 賞与等引当金

航空機 預り金

航空機減価償却累計額 その他
その他

その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）

土地
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額

その他

その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産

投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金

長期延滞債権

長期貸付金
基金

減債基金

その他

その他
徴収不能引当金

流動資産

現金預金

未収金

短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他

徴収不能引当金

659,301

598,601

10,071

97

9,974

19,163

22,421

△14,135

△141,929

－

－

△7,519

－

－

210,518

△129,524

9,420

236,622

152,612

－

9,718

△4,329

344,255

1,105

353,693

126,816

－

172

△163

－

－

－

10

106

29,867

－

58,214

△406

－

167

29,867

－

50,629

16,783

4,218

16,667

1,319

純資産合計

資産合計 負債及び純資産合計

498,386

717,515

25,377

－

34

△220

717,515

28,018

3,657

30

25,377

519

－

1,717

4,125

－

649,482

△151,096

負債合計 219,128

－

16,502

787

197,388

101,289

2,285

－

78,810

21,740

13,093

【様式第１号】

貸借対照表(全体)

科目 金額 科目 金額

(令和　６年　３月３１日現在)
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（単位：百万円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

1,300

121,606

3,833

【様式第２号】

行政コスト計算書(全体)
自  令和　５年　４月　１日
至  令和　６年　３月３１日

科目 金額

138,170

12,553

4,459

48,594

32,377

1,081

15,132

179

18,600

6

226

73

－

15,271

3,329

152

200,866

199,883

1,209

－

1,203

－

5

3,306

4,478

754

417

218,483

80,313

27,241

19,790

1,691
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（単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 654,568 △162,904

純行政コスト（△） △200,866

財源 206,779

税収等 123,573

国県等補助金 83,206

本年度差額 5,912

固定資産等の変動（内部変動） △5,980 5,980

有形固定資産等の増加 11,337 △11,337

有形固定資産等の減少 △21,777 21,777

貸付金・基金等の増加 8,035 △8,035

貸付金・基金等の減少 △3,574 3,574

資産評価差額 1

無償所管換等 893

その他 △84

本年度純資産変動額 △5,086 11,809

本年度末純資産残高 649,482 △151,096

893

△84

6,722

498,386

1

△200,866

206,779

123,573

83,206

5,912

【様式第３号】

491,664

科目 合計

純資産変動計算書(全体)
自  令和　５年　４月　１日

至  令和　６年　３月３１日
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（単位：百万円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

移転費用支出

補助金等支出

社会保障給付支出

他会計への繰出支出

その他の支出

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出

災害復旧事業費支出

その他の支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入

その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

財務活動支出

地方債償還支出

その他の支出

財務活動収入

地方債発行収入

その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

本年度末資金残高

本年度資金収支額

前年度末資金残高 25,976

2,975

138,173

12,553

121,606

－

△6,021

△2,050

134

22

23,926

2,264

【様式第４号】

資金収支計算書(全体)
自  令和　５年　４月　１日

至  令和　６年　３月３１日

科目 金額

4,092

28,018

661

7,227

7,227

19,879

4,030

62

13,248

12,587

△13,881

11,844

6,722

100

1,213

－

5,997

2,354

1,224

2

－

2

－

17,853

222,050

122,568

81,218

14,801

3,462

3,833

182

204,194

66,021

26,581

35,711

754
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全体財務書類に係る注記 

１ 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

ア 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価

ただし，開始時の評価基準及び評価方法については，次のとおりです。 

(ｱ) 昭和５９年度以前に取得したもの･･････････再調達原価

ただし，道路，河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

(ｲ) 昭和６０年度以降に取得したもの

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし，取得原価が不明な道路，河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としてい 

ます。 

イ 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価

ただし，開始時の評価基準及び評価方法については，次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

 なお，水道事業会計，下水道事業会計，病院事業会計においては，原則，取得原価と

しています。 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

ア 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法）

イ 満期保有目的以外の有価証券

(ｱ) 市場価格のあるもの･･････････････････････該当なし

(ｲ) 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額

ウ 出資金

(ｱ) 市場価格のあるもの･･････････････････････該当なし

(ｲ) 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

購入単価による先入先出法によっています。

(4) 有形固定資産等の減価償却の方法

ア 有形固定資産（リース資産を除きます。)･････定額法

なお，主な耐用年数は以下のとおりです。 
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建物 ５年～５０年 

工作物  ７年～６０年 

物品 ２年～１５年 

イ 無形固定資産（リース資産を除きます。)･････定額法

（ソフトウェアについては，「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に

定める期間（５年）に基づく定額法によっています。） 

ウ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以

内のリース取引及びリース契約 1件あたりのリース料総額が３００万円以下の 

ファイナンス・リース取引を除きます。）

･･･････････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

(5) 引当金の計上基準及び算定方法

ア 徴収不能引当金

未収金，長期延滞債権，貸付金及び長期貸付金については，過去５年間の平均

不納欠損率により，徴収不能見込額を計上しています。 

イ 退職手当引当金

期末自己都合要支給額を計上しています。

ウ 損失補償等引当金

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち，地方公共団体の財政の

健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上 

しています。 

エ 賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費

相当額の見込額について，それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上して 

います。 

(6) リース取引の処理方法

ア ファイナンス・リース取引

(ｱ) 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引

及びリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

(ｲ) (ｱ)以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
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(7) 全体資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり，かつ，

  価値変動が僅少なもので，３か月以内に満期日が到来する流動性の高い投資をいい 

  ます。ただし，一般会計等においては，柏市資金運用方針において，歳計現金等の 

  保管方法として規定した預金等をいいます。） 

なお，現金及び現金同等物には，出納整理期間における取引により発生する資金 

  の受払いを含んでいます。 

(8) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は，税込方式によっています。

ただし，水道事業会計，下水道事業会計，病院事業会計については，税抜方式に

  よっています。 

２ 重要な会計方針の変更等 

(1) 会計方針の変更

該当はありません。

(2) 表示方法の変更

該当はありません。

(3) 全体資金収支計算書における資金の範囲の変更

該当はありません。

３ 重要な後発事象 

  該当する事象はありません。 

４ 偶発債務 

(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況

  他の団体（会計）の金融機関等からの借入債務に対し，保証を行っています。 
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団体（会計）

名 
確定債務額 

履行すべき額が確定していな

い損失補償債務等 
総額 

損失補償等引

当金計上額 

貸借対照表

未計上額 

柏市土地開

発公社 
― ― ― ― 

計 ― ― ― ― 

(2) 係争中の訴訟等

係争中の訴訟で損害賠償等の請求を受けている主なものは次のとおりです。

千葉地方裁判所松戸支部 令和５年（ワ）第９９０号 

 国家損害賠償請求事件  １，６００，０００円 

５ 追加情報 

(1) 連結対象会計

会計名 区分 連結の方法 比例連結割合 

公設総合地方卸売市場事

業特別会計 
地方公営企業会計 全部連結 － 

水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

下水道事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

病院事業会計 地方公営企業会計 全部連結 － 

介護老人保健施設事業特

別会計 
地方公営企業会計 全部連結 － 

国民健康保険事業特別会

計 

地方公営企業会計以

外の公営事業会計 
全部連結 － 

介護保険事業特別会計 地方公営企業会計以

外の公営事業会計 
全部連結 － 

後期高齢者医療事業特別

会計 

地方公営企業会計以

外の公営事業会計 
全部連結 － 

(2) 出納整理期間

地方自治法第２３５条の５に基づき，出納整理期間を設けられている会計におい

  ては，出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度 

  末の計数としています。 

なお，出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間 
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  で，出納整理期間に現金の受払い等があった場合は，現金の受払い等が終了したも 

  のとして調整しています。 

(3) 表示単位未満の取扱い

百万円未満を四捨五入して表示しているため，合計金額が一致しない場合があり

  ます。 

(4) 売却可能資産の範囲及び内訳は，次のとおりです。

ア 範囲

令和６年度予算において，財産収入として措置されている公共資産

イ 内訳

事業用資産 ０百万円（０百万円） 

 土地         ０百万円（０百万円） 

令和６年３月３１日時点における売却可能価額を記載しています。 

売却可能価額は，公示地価に基づく評価方法によっています。 

上記の（０百万円）は貸借対照表における簿価を記載しています。 
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5
5
,2
4
4

合
計

(貸
借
対
照
表
計
上
額
)

(参
考
)財

産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

種
類

現
金
預
金

有
価
証
券

土
地

そ
の
他
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⑤
貸

付
金

の
明

細
（
単

位
：
百

万
円

）

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

そ
の

他
の

貸
付

金

　
社

会
福

祉
施

設
整

備
貸

付
金

-
-

1
3

-
1
3

 高
等

職
業

訓
練

促
進

資
金

貸
付

金
4
6

0
-

-
4
6

　
母

子
福

祉
資

金
貸

付
金

1
1
7

1
1
6

0
1
3
4

　
寡

婦
福

祉
資

金
貸

付
金

2
0

1
0

3

　
父

子
福

祉
資

金
貸

付
金

2
0

1
0

2

　
水

洗
便

所
改

造
資

金
貸

付
金

0
-

-
-

0

合
計

1
6
7

1
3
0

0
1
9
8

長
期

貸
付

金
短

期
貸

付
金

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
（
参

考
）

貸
付

金
計
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⑥
長
期
延
滞
債
権
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

⑦
未
収
金
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

【
貸
付
金
】

【
貸
付
金
】

そ
の
他
の
貸
付
金

そ
の
他
の
貸
付
金

-
-

　
母
子
福
祉
寡
婦
福
祉
資
金
貸
付
金

1
0

　
母
子
福
祉
寡
婦
福
祉
資
金
貸
付
金

1
0

　
そ
の
他

2
0

小
計

3
0

小
計

1
0

【
未
収
金
】

【
未
収
金
】

税
等
未
収
金

税
等
未
収
金

　
個
人
市
民
税

6
5
7

3
7

　
個
人
市
民
税

4
1
7

2
3

　
法
人
市
民
税

4
4

4
　
法
人
市
民
税

3
5

3

　
固
定
資
産
税

3
0
4

1
3

　
固
定
資
産
税

2
0
9

9

　
軽
自
動
車
税

2
3

2
　
軽
自
動
車
税

1
2

1

　
都
市
計
画
税

7
2

4
　
都
市
計
画
税

4
9

3

　
た
ば
こ
税

-
-

　
た
ば
こ
税

-
-

　
事
業
所
税

-
-

　
事
業
所
税

-
-

　
国
民
健
康
保
険
料
（
税
）

2
,3
2
0

3
0
7

　
国
民
健
康
保
険
料

7
0
9

7
4

　
介
護
保
険
料

5
5

2
1

　
介
護
保
険
料

4
7

1
6

　
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

5
2

1
0

　
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

3
4

4

そ
の
他
の
未
収
金

そ
の
他
の
未
収
金

　
　
使
用
料
・
手
数
料

8
6

3
　
　
使
用
料
・
手
数
料

1
3

1

　
　
分
担
金
及
び
負
担
金

2
2

2
　
　
分
担
金
及
び
負
担
金

7
1

　
　
諸
収
入

5
7
8

2
　
　
諸
収
入

1
4
7

2

　
　
水
道
事
業
未
収
金

1
,0
4
8

4
2

　
　
下
水
道
事
業
未
収
金

8
6
7

4
1

　
　
病
院
事
業
未
収
金

6
4

小
計

4
,2
1
5

4
0
5

小
計

3
,6
5
6

2
2
0

合
計

4
,2
1
8

4
0
5

合
計

3
,6
5
7

2
2
0
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（２
）負

債
項
目
の
明
細

①
地
方
債
（借

入
先
別
）の

明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

う
ち
1
年
内
償
還
予
定

う
ち
共
同
発
行
債

う
ち
住
民
公
募
債

【
通
常
分
】

　
一
般
公
共
事
業

4
,2
5
7

6
2
2

8
9
9

4
5
6

2
,0
0
9

8
9
4

-
-

-
-

　
公
営
住
宅
建
設

6
1

1
9

3
2

-
3
0

-
-

-
-

-

　
災
害
復
旧

4
6

1
4

2
2

-
1
1

1
3

-
-

-
-

　
教
育
・
福
祉
施
設

1
5
,8
5
7

1
,5
3
7

6
,2
6
5

5
4

5
,3
4
2

4
,0
7
1

-
-

-
1
2
5

　
一
般
単
独
事
業

1
7
,2
5
6

2
,2
8
3

2
4

2
,7
7
1

9
,8
2
8

4
,2
2
0

-
-

-
4
1
4

　
そ
の
他

3
9
,8
8
0

4
,9
2
5

1
6
,7
1
7

1
6
,6
8
1

4
,9
4
0

1
,5
1
1

-
-

-
3
1

【
特
別
分
】

　
臨
時
財
政
対
策
債

3
6
,2
4
5

3
,5
0
7

2
8
,2
5
3

2
,8
4
3

4
,7
2
9

4
2
0

-
-

-
-

　
減
税
補
て
ん
債

2
5
3

1
4
0

2
5
3

-
-

-
-

-
-

-

　
退
職
手
当
債

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

　
そ
の
他

5
2
8

4
7

4
2
1

-
-

-
-

-
-

1
0
8

合
計

1
1
4
,3
8
2

1
3
,0
9
3

5
2
,8
8
4

2
2
,8
0
4

2
6
,8
8
8

1
1
,1
2
9

-
-

-
6
7
7

そ
の
他
の

金
融
機
関

市
場
公
募
債

そ
の
他

種
類

地
方
債
残
高

政
府
資
金

地
方
公
共
団
体

金
融
機
構

市
中
銀
行
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②
地
方
債
（
利
率
別
）
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

11
4,
38
2

96
,5
90

9,
29
1

7,
14
1

67
8

42
1

3
6

2
2
5

0
.
7
0
%

③
地
方
債
（
返
済
期
間
別
）
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

11
4,
38
2

13
,0
93

12
,2
22

11
,2
35

10
,2
94

9,
51
7

3
3
,
3
1
9

1
5
,
1
6
6

6
,
8
7
5

2
,
6
6
1

④
特
定
の
契
約
条
項
が
付
さ
れ
た
地
方
債
の
概
要

（
単
位
：
百
万
円
）

-

契
約
条
項
の
概
要

4
.
0
％
超

1
0
年
超

1
5
年
以
内

（
参
考
）

加
重
平
均

利
率

1
5
年
超

2
0
年
以
内

3
.
5
％
超

4
.
0
％
以
下

５
年
超

1
0
年
以
内

2
0
年
超

-

地
方
債
残
高

地
方
債
残
高

特
定
の
契
約
条
項
が

付
さ
れ
た
地
方
債
残
高

1.
5％

以
下

１
年
以
内

1.
5％

超
2.
0％

以
下

１
年
超

２
年
以
内

2.
0％

超
2.
5％

以
下

２
年
超

３
年
以
内

2.
5％

超
3.
0％

以
下

３
年
超

４
年
以
内

3.
0％

超
3.
5％

以
下

４
年
超

５
年
以
内
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⑤
引
当
金
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

目
的
使
用

そ
の
他

徴
収
不
能
引
当
金

5
6
1

4
1
7

3
4
7

5
6
2
6

投
資
損
失
引
当
金

-
-

-
-

-

退
職
手
当
引
当
金

1
5
,9
4
0

1
,2
9
9

7
3
7

-
1
6
,5
0
2

損
失
補
償
等
引
当
金

8
0
9

-
3

1
8

7
8
7

賞
与
等
引
当
金

1
,6
3
6

1
,7
1
6

1
,6
3
5

-
1
,7
1
7

合
計

1
8
,9
4
6

3
,4
3
2

2
,7
2
2

2
3

1
9
,6
3
3

本
年
度
減
少
額

区
分

前
年
度
末
残
高

本
年
度
増
加
額

本
年
度
末
残
高
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２
．
全
体
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（１
）補

助
金
等
の
明
細

名
称

私
立
保
育
所
整
備
費
補

助
金

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
整

備
等
補
助
金

柏
北
部
中
央
地
区
土
地

区
画
整
理
事
業
負
担
金

公
共
施
設
管
理
者
負
担

金 公
的
介
護
施
設
等
開
設

準
備
等
補
助
金

そ
の
他

計

手
賀
沼
流
域
下
水
道
維

持
管
理
負
担
金

環
境
衛
生
組
合
負
担
金

保
育
士
等
処
遇
改
善
事

業
補
助
金

私
立
保
育
所
運
営
費
等

補
助
金

学
校
給
食
費
補
助
金

そ
の
他

計

合
計

そ
の
他
の
補
助
金
等

46
7

9,
61
2

12
,5
53

千
葉
県
手
賀
沼
下
水
道
事

務
所

柏
・白

井
・鎌

ケ
谷
環
境
衛

生
組
合

私
立
認
可
保
育
園
・幼

保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園

私
立
保
育
所

市
内
小
学
校
等

3,
93
1

学
校
給
食
費
無
償
化
に
対
す
る
補

助
金

59
0

千
葉
県
手
賀
沼
下
水
道
事
務
所
に

対
す
る
負
担
金

2,
99
8

千
葉
県

柏
市
柏
イ
ン
タ
ー
西
土
地

区
画
整
理
組
合

社
会
福
祉
法
人
等

私
立
認
可
保
育
園
・幼

保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園

社
会
福
祉
法
人
等

環
境
衛
生
組
合
に
対
す
る
負
担
金

民
間
保
育
施
設
に
勤
務
す
る
保
育

士
へ
の
補
助
金

民
間
保
育
所
の
運
営
費
に
対
す
る

補
助
金

1,
00
4

62
2

区
分

相
手
先

金
額

支
出
目
的

（
単
位
：
百
万
円
）

民
間
社
会
福
祉
施
設
開
設
準
備
に

対
す
る
支
援

他
団
体
へ
の
公
共
施
設
等
整
備
補
助
金
等

(所
有
外
資
産
分
)

98
5

24
2

2,
94
1

民
間
社
会
福
祉
施
設
整
備
に
対
す

る
支
援

都
市
計
画
事
業
に
係
る
負
担
金

道
路
占
用
物
復
旧
工
事
に
係
る
負

担
金

民
間
保
育
施
設
整
備
に
対
す
る
支

援
金

31
3

45
8

58
2

36
1
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（２
）全

体
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
に
係
る
行
政
目
的
別
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

経
常
費
用

1
8
,7
8
0

1
6
,2
9
4

1
4
3
,2
2
8

2
3
,2
3
6

2
,1
4
4

5
,6
0
4

9
,1
9
6

2
1
8
,4
8
3

業
務
費
用

1
4
,6
6
4

1
3
,6
9
2

1
6
,8
1
4

1
9
,3
3
7

1
,4
3
9

5
,4
4
4

8
,9
2
2

8
0
,3
1
3

人
件
費

2
,5
7
8

4
,0
3
8

9
,3
5
5

2
,8
9
9

5
0
0

4
,3
2
6

3
,5
4
5

2
7
,2
4
1

職
員
給
与
費

2
,1
1
7

2
,6
0
0

6
,2
2
9

2
,4
2
4

3
9
3

3
,7
3
8

2
,2
8
9

1
9
,7
9
0

賞
与
等
引
当
金
繰
入
額

1
7
7

1
9
5

4
8
0

1
9
3

3
2

2
8
8

3
2
8

1
,6
9
1

退
職
手
当
引
当
金
繰
入
額

2
5
6

-
3
5
5

4
0

2
7

2
3
4

3
8
7

1
,3
0
0

そ
の
他

2
8

1
,2
4
3

2
,2
9
1

2
4
2

4
8

6
6

5
4
2

4
,4
5
9

物
件
費
等

1
1
,4
1
2

9
,5
5
4

5
,4
8
5

1
5
,2
1
3

9
3
2

1
,1
1
4

4
,8
8
4

4
8
,5
9
4

物
件
費

3
,8
5
5

6
,3
6
9

4
,6
2
7

1
1
,6
9
2

6
8
4

6
1
9

4
,5
3
1

3
2
,3
7
7

維
持
補
修
費

2
6
6

2
8
0

8
2

3
8
1

2
1
8

5
2

1
,0
8
1

減
価
償
却
費

7
,2
8
8

2
,9
0
4

7
7
7

3
,1
4
0

2
4
7

4
7
6

3
0
0

1
5
,1
3
2

そ
の
他

2
0

0
1

0
1

1
5

そ
の
他
の
業
務
費
用

6
7
4

1
0
1

1
,9
7
4

1
,2
2
4

7
4

4
9
4

4
,4
7
8

支
払
利
息

4
9
1

7
9

1
4

8
0

6
3

8
1

7
5
4

徴
収
不
能
引
当
金
繰
入
額

5
0

3
4
7

7
-

0
5
8

4
1
7

そ
の
他

1
7
8

2
2

1
,6
1
2

1
,1
3
7

1
1

3
5
6

3
,3
0
6

移
転
費
用

4
,1
1
5

2
,6
0
2

1
2
6
,4
1
4

3
,8
9
9

7
0
6

1
6
0

2
7
4

1
3
8
,1
7
0

補
助
金
等

4
,0
2
1

8
1
9

5
,1
6
7

1
,5
2
5

6
9
1

1
1
5

2
1
5

1
2
,5
5
3

社
会
保
障
給
付

1
4

1
,7
5
0

1
1
7
,4
0
9

2
,3
7
0

2
4
1

1
9

1
2
1
,6
0
6

他
会
計
へ
の
繰
出
金

-
-

3
,8
3
3

-
-

-
-

3
,8
3
3

そ
の
他

8
0

3
3

5
5

1
3

4
4
0

1
7
9

経
常
収
益

7
,4
9
9

2
9
7

1
,7
8
5

7
,8
4
7

5
4
6

2
6

6
0
1

1
8
,6
0
0

使
用
料
及
び
手
数
料

6
,4
0
0

1
1
3

9
4
5

7
,3
0
8

3
4
5

2
1
5
8

1
5
,2
7
1

そ
の
他

1
,0
9
9

1
8
4

8
3
9

5
3
9

2
0
0

2
4

4
4
4

3
,3
2
9

純
経
常
行
政
コ
ス
ト

△
1
1
,2
8
1

△
1
5
,9
9
8

△
1
4
1
,4
4
3

△
1
5
,3
8
9

△
1
,5
9
9

△
5
,5
7
9

△
8
,5
9
5

△
1
9
9
,8
8
3

臨
時
損
失

6
0
1

5
2
8

4
3
0

6
1
9

2
0

1
,2
0
9

災
害
復
旧
事
業
費

-
-

-
-

-
-

-
-

資
産
除
売
却
損

5
9
9

5
2
8

4
2
8

6
1
9

1
9

1
,2
0
3

投
資
損
失
引
当
金
繰
入
額

-
-

-
-

-
-

-
-

損
失
補
償
等
引
当
金
繰
入
額

-
-

-
-

-
-

-
-

そ
の
他

2
0

0
3

-
-
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6
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8
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5
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5

△
8
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0
7

△
2
0
0
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6
6

産
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振
興
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生
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・
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土
保
全

教
育

福
祉
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（１）財源の明細 （単位：百万円）

会計 区分 財源の内容 金額

地方税 72,191

地方交付税 6,777

地方譲与税 876

地方消費税交付金 10,221

分担金・負担金 1,013

その他 3,536

94,615

国庫支出金 906

県支出金 34

計 939

国庫支出金 34,064

県支出金 11,359

計 45,423

46,362

140,977

28,232

国庫支出金 271

県支出金 -

計 271

国庫支出金 6,159

県支出金 29,636

計 35,795

36,066

64,299

726

国庫支出金 762

県支出金 15

計 777

国庫支出金 -

県支出金 -

計 -

777

1,503

123,573

83,206

206,779

全体会計

税収等

国県等補助金

合計

特別会計

税収等

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

公営企業会計

税収等

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計

３．全体純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

税収等

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計

合計
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）
資
金
の
明
細
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円
）
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求
払
預
金

合
計

本
年
度
末
残
高

2
8
,0
1
8

2
8
,0
1
8
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２
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財
源
情
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の
明
細
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：百
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円
）

内
訳

区
分

金
額
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第３章　連結財務書類
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（単位：百万円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債等
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債等
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地 他団体出資等分
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他
徴収不能引当金

繰延資産

【様式第１号】

貸借対照表(連結)

科目 金額 科目 金額

(令和　６年　３月３１日現在)

83

17,511

787

206,209

106,713

241,338

153,740

－

690,979

624,297

4,224

37

81,116

24,869

13,729

△ 7,760

－

220,246

△ 135,739

9,706

0

1,907

4,176

1

－

－

－

－

－

負債合計 231,078

1,136

369,675

129,683

172

△ 163

795

13,127

△ 6,804

368,699

675,055

△ 148,479

36

51,288

10,248

308

9,931

10

4,220

負債及び純資産合計

526,612

757,690

純資産合計

19

66,711

34,554

△ 406

174

37,032

－

37,032

資産合計

△ 223

25,552

－

1,341

688

－

757,690

4,767

32

25,552

15,394

114

15,280

22,222

35,807

△ 22,524

△ 157,251

－

－
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（単位：百万円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

【様式第２号】

行政コスト計算書(連結)
自  令和　５年　４月　１日
至  令和　６年　３月３１日

科目 金額

268,438

91,410

31,616

23,728

1,854

4,656

54,928

34,480

1,494

1,378

4,866

843

421

16,474

2,481

115,238

263

3,602

177,028

61,528

1,234

－

27,404

17,689

9,716

241,034

73

159

242,035

1,220

－

14

233
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（単位：百万円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

他団体出資等分

前年度末純資産残高 680,239 △ 160,385 36

純行政コスト（△） △ 242,035

財源 248,049 1

税収等 144,491 -

国県等補助金 103,558 1

本年度差額 6,014 1

固定資産等の変動（内部変動） △ 5,968 5,968

有形固定資産等の増加 14,695 △ 14,695

有形固定資産等の減少 △ 24,674 24,674

貸付金・基金等の増加 8,329 △ 8,329

貸付金・基金等の減少 △ 4,319 4,319

資産評価差額 1

無償所管換等 815

他団体出資等分の増加 -

他団体出資等分の減少 △ 1

比例連結割合変更に伴う差額 - - -

その他 △ 32 △ 76

本年度純資産変動額 △ 5,185 11,906 △ 1

本年度末純資産残高 675,055 △ 148,479 36

【様式第３号】

純資産変動計算書(連結)
自  令和　５年　４月　１日

至  令和　６年　３月３１日

科目 合計

1

519,891

△ 242,035

248,049

144,491

103,559

6,014

526,612

815

-

△ 1

-

△ 108

6,721
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（単位：百万円）

【業務活動収支】

業務支出

業務費用支出

人件費支出

物件費等支出

支払利息支出

その他の支出

移転費用支出

補助金等支出

社会保障給付支出

その他の支出

業務収入

税収等収入

国県等補助金収入

使用料及び手数料収入

その他の収入

臨時支出

災害復旧事業費支出

その他の支出

臨時収入

業務活動収支

【投資活動収支】

投資活動支出

公共施設等整備費支出

基金積立金支出

投資及び出資金支出

貸付金支出

その他の支出

投資活動収入

国県等補助金収入

基金取崩収入

貸付金元金回収収入

資産売却収入

その他の収入

投資活動収支

【財務活動収支】

財務活動支出

地方債等償還支出

その他の支出

財務活動収入

地方債等発行収入

その他の収入

財務活動収支

比例連結割合に伴う差額

前年度末歳計外現金残高

本年度歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金残高

本年度末現金預金残高

－

62

4,093

34,554

本年度資金収支額

前年度末資金残高

685

7,506

7,507

△1

4,031

本年度末資金残高 30,461

△6,344

△1,647

32,106

2

13,851

13,166

390

22

△14,274

2,987

1,225

1

6,887

2,264

263

273,031

7,153

140

1,213

8

18

18,972

21,162

12,655

143,536

101,756

17,159

10,580

8

843

3,246

177,224

61,722

115,238

254,069

76,845

32,605

40,152

【様式第４号】

資金収支計算書(連結)
                     自  令和　５年　４月　１日

                     至  令和　６年　３月３１日

科目 金額
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連結財務書類に係る注記 

１ 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

ア 有形固定資産･･････････････････････････････取得原価

ただし，開始時の評価基準及び評価方法については，次のとおりです。 

(ｱ) 昭和５９年度以前に取得したもの･･････････再調達原価

ただし，道路，河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。 

(ｲ) 昭和６０年度以降に取得したもの

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

ただし，取得原価が不明な道路，河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としてい 

ます。 

イ 無形固定資産･･････････････････････････････取得原価

ただし，開始時の評価基準及び評価方法については，次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの････････････････取得原価 

取得原価が不明なもの･･････････････････････再調達原価 

  なお，一部の連結対象団体及び会計（地方公営企業会計，公益財団法人，一般財 

  団法人，地方三公社，株式会社）においては，原則，取得原価としています。 

(2) 有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法

ア 満期保有目的有価証券･･････････････････････償却原価法（定額法）

イ 満期保有目的以外の有価証券

(ｱ) 市場価格のあるもの･･････････････････････該当なし

(ｲ) 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額

ウ 出資金

(ｱ) 市場価格のあるもの･･････････････････････該当なし

(ｲ) 市場価格のないもの･･････････････････････出資金額

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

ア 原材料…購入単価による先入先出法によっています。

ただし，一部の連結対象団体においては，最終仕入原価法によっています。

イ 土地……個別法による原価法 

ウ 仕掛品…個別法による原価法
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(4) 有形固定資産等の減価償却の方法

ア 有形固定資産（リース資産を除きます。)･････定額法

なお，主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物  ５年～５０年 

工作物  ７年～６０年 

物品  ２年～１５年 

ただし，一部の連結対象団体については定率法によっています。 

イ 無形固定資産（リース資産を除きます。)･････定額法

（ソフトウェアについては，「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に

定める期間（５年）に基づく定額法によっています。） 

ウ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以

内のリース取引及びリース契約 1件あたりのリース料総額が３００万円以下の 

ファイナンス・リース取引を除きます。）

･･･････････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

(5) 引当金の計上基準及び算定方法

ア 徴収不能引当金

未収金については，過去５年間の平均不納欠損率により，徴収不能見込額を計

上しています。 

ただし，一部の連結対象団体においては，法人税法に規定する法定繰入率に基 

づく繰入限度額によっています。 

長期延滞債権，貸付金及び長期貸付金については，過去５年間の平均不納欠損 

率により，徴収不能見込額を計上しています。 

イ 退職手当引当金

期末自己都合要支給額を計上しています。

ウ 損失補償等引当金

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち，地方公共団体の財政の

健全化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上 

しています。 

エ 賞与等引当金

翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費

相当額の見込額について，それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上して 

います。 
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(6) リース取引の処理方法

ア ファイナンス・リース取引

(ｱ) 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引

及びリース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

(ｲ) (ｱ)以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

イ オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7) 連結資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり，かつ，

  価値変動が僅少なもので，３か月以内に満期日が到来する流動性の高い投資をいい 

  ます。ただし，一般会計等においては，柏市資金運用方針において，歳計現金等の 

  保管方法として規定した預金等をいいます。） 

なお，現金及び現金同等物には，出納整理期間における取引により発生する資金 

  の受払いを含んでいます。 

(8) 消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は，税込方式によっています。

ただし，一部の連結対象団体（会計）については，税抜方式によっています。

(9) 連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理

決算日と連結決算日の差異が３か月を超えない連結対象団体については当該連

  結対象団体の決算を基礎として連結手続を行っています。 

２ 重要な会計方針の変更等 

(1) 会計方針の変更

該当はありません。

(2) 表示方法の変更

該当はありません。

(3) 連結資金収支計算書における資金の範囲の変更

該当はありません。
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３ 重要な後発事象 

  該当する事象はありません。 

４ 偶発債務 

(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況

  他の団体の金融機関等からの借入債務に対し，保証を行っています。 

団体名 確定債務額 

履行すべき額が確定していな

い損失補償債務等 
総額 

損失補償等引

当金計上額 

貸借対照表

未計上額 

柏市土地開

発公社 
― ― ― ― 

計 ― ― ― ― 

(2) 係争中の訴訟等

係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けている主なものは次のとおりです。

千葉地方裁判所松戸支部 令和５年（ワ）第９９０号 

 国家損害賠償請求事件  １，６００，０００円 

５ 追加情報 

(1) 連結対象会計

団体名 区分 連結の方法 比例連結割合 

北千葉広域水道企業団 一部事務組合・広

域連合 
比例連結 １９．８％ 

東葛中部地区総合開発事務

組合 

一部事務組合・広

域連合 
比例連結 ５２．７％ 

柏・白井・鎌ケ谷環境衛生組

合 

一部事務組合・広

域連合 
比例連結 ３４．０％ 

千葉県後期高齢者医療広域

連合 

一部事務組合・広

域連合 
比例連結 ６．９％ 

千葉県市町村総合事務組合 一部事務組合・広

域連合 
比例連結 １．６％ 

柏市土地開発公社 地方三公社 全部連結 － 

公益財団法人柏市医療公社 第三セクター等 全部連結 － 
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一般財団法人柏市まちづく

り公社 
第三セクター等 全部連結 － 

一般財団法人柏市みどりの

基金 
第三セクター等 全部連結 － 

株式会社道の駅しょうなん 第三セクター等 全部連結 － 

株式会社ディー・エス・ケイ 第三セクター等 比例連結 ３２．０％ 

連結の方法は次のとおりです。 

ア 一部事務組合・広域連合は，各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の

対象としています。 

イ 地方三公社は，全部連結の対象としています。

ウ 第三セクター等は，出資割合等が５０％を超える団体は，全部連結の対象とし

ています。また，いずれの地方公共団体にとっても全部連結の対象とならない第 

三セクター等については，出資割合等や活動実績等に応じて，比例連結の対象と 

しています。 

(2) 出納整理期間

地方自治法第２３５条の５に基づき，出納整理期間を設けられている会計におい

  ては，出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度 

  末の計数としています。 

なお，出納整理期間を設けていない会計と出納整理期間を設けている会計との間 

  で，出納整理期間に現金の受払い等があった場合は，現金の受払い等が終了したも 

  のとして調整しています。 

(3) 表示単位未満の取扱い

百万円未満を四捨五入して表示しているため，合計金額が一致しない場合があり

  ます。 

(4) 売却可能資産の範囲及び内訳は，次のとおりです。

ア 範囲

令和６年度予算において，財産収入として措置されている公共資産

イ 内訳

事業用資産 ０百万円（０百万円） 

 土地         ０百万円（０百万円） 

令和６年３月３１日時点における売却可能価額を記載しています。 

売却可能価額は，公示地価に基づく評価方法によっています。 

上記の（０百万円）は貸借対照表における簿価を記載しています。 
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9,

49
4

25
,6

04
,9

34
74

4,
56

0
27

6,
24

1
11

,0
96

2
9,

93
9
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④
基
金
の
明
細

（単
位
：百

万
円
）

財
政
調
整
基
金

2
3,
30
2

2,
25
0

-
-

25
,5
52

減
債
基
金

-
-

-
-

-

職
員
退
職
手
当
基
金

2,
07
8

-
-

-
2,
07
8

公
共
施
設
整
備
基
金

1
7,
59
6

-
-

-
17
,5
96

寄
附
基
金

98
6

-
-

-
98
6

市
民
公
益
活
動
促
進
基
金

3
0

-
-

-
30

都
市
整
備
基
金

4,
03
5

-
-

-
4,
03
5

土
地
開
発
基
金
　

4,
49
0

-
47
8

-
4,
96
8

森
林
環
境
譲
与
税
基
金

4
4

-
-

-
44

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策

利
子
補
給
基
金

13
1

-
-

-
13
1

柏
市
医
療
公
社
　
基
本
財
産

2
49
9

-
-

50
1

柏
市
医
療
公
社
　
特
定
資
産

4,
44
7

-
-

-
4,
44
7

柏
市
ま
ち
づ
く
り
公
社
　
特
定
資
産

11
5

-
-

-
11
5

小
計

57
,2
55

2,
74
9

47
8

-
60
,4
81

合
計

(貸
借
対
照
表
計
上
額
)

(参
考
)財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

種
類

現
金
預
金

有
価
証
券

土
地

そ
の
他
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（単
位
：百

万
円
）

柏
市
み
ど
り
の
基
金
　
基
本
財
産

2
49
8
-

-
50
0

柏
市
み
ど
り
の
基
金
　
特
定
資
産

3
4

14
8

27
3

11
46
6

東
葛
中
部
地
区
総
合
開
発
事
務
組

合
　
施
設
整
備
基
金

4
1

-
-

-
41

東
葛
中
部
地
区
総
合
開
発
事
務
組

合
　
退
職
手
当
支
給
準
備
金

3
9

-
-

-
39

柏
・白

井
・鎌

ケ
谷
環
境
衛
生
組
合

周
辺
地
域
整
備
基
金

7
7

-
-

-
77

後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
　
後

期
高
齢
者
医
療
保
険
料
調
整
基
金

96
2

-
-

-
96
2

千
葉
県
市
町
村
総
合
事
務
組
合

一
般
会
計
基
金

1
4

-
-

-
14

千
葉
県
市
町
村
総
合
事
務
組
合

自
治
研
修
セ
ン
タ
ー
会
計
基
金

3
-

-
-

3

合
計

58
,4
26

3,
39
6

75
1

11
62
,5
83

合
計

(貸
借
対
照
表
計
上
額
)

(参
考
)財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

種
類

現
金
預
金

有
価
証
券

土
地

そ
の
他
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⑤
貸

付
金

の
明

細
（
単

位
：
百

万
円

）

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

貸
借

対
照

表
計

上
額

徴
収

不
能

引
当

金
計

上
額

そ
の

他
の

貸
付

金

　
社

会
福

祉
施

設
整

備
貸

付
金

-
-

13
-

1
3

 高
等

職
業

訓
練

促
進

資
金

貸
付

金
46

0
-

-
4
6

　
母

子
福

祉
資

金
貸

付
金

1
17

1
16

0
1
3
4

　
寡

婦
福

祉
資

金
貸

付
金

2
0

1
0

3

　
父

子
福

祉
資

金
貸

付
金

2
0

1
0

2

　
水

洗
便

所
改

造
資

金
貸

付
金

0
-

-
-

0

　
災

害
援

護
資

金
貸

付
金

5
-

2
-

8

千
葉

県
土

地
開

発
公

社
預

託
金

2
-

-
-

-

合
計

1
74

1
32

0
2
0
6

長
期

貸
付

金
短

期
貸

付
金

相
手

先
名

ま
た

は
種

別
（
参

考
）

貸
付

金
計
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⑥
長
期
延
滞
債
権
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

⑦
未
収
金
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

【
貸
付
金
】

【
貸
付
金
】

そ
の
他
の
貸
付
金

そ
の
他
の
貸
付
金

-
-

　
母
子
福
祉
寡
婦
福
祉
資
金
貸
付
金

1
0

　
母
子
福
祉
寡
婦
福
祉
資
金
貸
付
金

1
0

　
そ
の
他

2
0

小
計

3
0

小
計

1
0

【
未
収
金
】

【
未
収
金
】

税
等
未
収
金

税
等
未
収
金

　
個
人
市
民
税

6
5
7

3
7

　
個
人
市
民
税

4
1
7

2
3

　
法
人
市
民
税

4
4

4
　
法
人
市
民
税

3
5

3

　
固
定
資
産
税

3
0
4

1
3

　
固
定
資
産
税

2
0
9

9

　
軽
自
動
車
税

2
3

2
　
軽
自
動
車
税

1
2

1

　
都
市
計
画
税

7
2

4
　
都
市
計
画
税

4
9

3

　
た
ば
こ
税

-
-

　
た
ば
こ
税

-
-

　
事
業
所
税

-
-

　
事
業
所
税

-
-

　
国
民
健
康
保
険
料
（
税
）

2
,3
2
0

3
0
7

　
国
民
健
康
保
険
料

7
0
9

7
4

　
介
護
保
険
料

5
5

2
1

　
介
護
保
険
料

4
7

1
6

　
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

5
2

1
0

　
後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料

3
4

4

そ
の
他
の
未
収
金

そ
の
他
の
未
収
金

　
使
用
料
・
手
数
料

8
6

3
　
使
用
料
・
手
数
料

1
3

1

　
分
担
金
及
び
負
担
金

2
2

2
　
分
担
金
及
び
負
担
金

7
1

　
諸
収
入

5
7
9

2
　
諸
収
入

1
4
7

2

　
水
道
事
業
未
収
金

1
,0
4
8

4
2

　
下
水
道
事
業
未
収
金

8
6
7

4
1

　
病
院
事
業
未
収
金

-

　
柏
市
土
地
開
発
公
社
未
収
金

-
-

　
柏
市
医
療
公
社
未
収
金

8
4
6

2

　
柏
市
ま
ち
づ
く
り
公
社
未
収
金

3
-

　
柏
市
み
ど
り
の
基
金
未
収
金

0
-

　
道
の
駅
し
ょ
う
な
ん
未
収
金

3
7

0

　
北
千
葉
広
域
水
道
企
業
団
未
収
金

2
8
7

-

　
デ
ィ
ー
・
エ
ス
・
ケ
イ
未
収
金

-
-

　
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合

0
-

　
市
長
村
事
務
組
合

0
-

小
計

4
,2
1
7

4
0
5

小
計

4
,7
6
6

2
2
3

合
計

4
,2
2
0

4
0
5

合
計

4
,7
6
7

2
2
3
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（２
）負

債
項
目
の
明
細

①
地
方
債
（借

入
先
別
）の

明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

う
ち
1年

内
償
還
予
定

う
ち
共
同
発
行
債

う
ち
住
民
公
募
債

【通
常
分
】

　
一
般
公
共
事
業

4,
25
7

62
2

89
9

45
6

2,
00
9

89
4

-
-

-
-

　
公
営
住
宅
建
設

61
1
9

32
-

30
-

-
-

-
-

　
災
害
復
旧

46
14

22
-

11
13

-
-

-
-

　
教
育
・福

祉
施
設

16
,8
17

1,
65
2

7,
22
6

54
5,
34
2

4,
07
1

-
-

-
1
2
5

　
一
般
単
独
事
業

17
,6
61

2,
35
7

24
2,
94
9

9,
94
6

4,
32
8

-
-

-
4
1
4

　
そ
の
他

44
,5
25

5,
32
7

20
,0
56

17
,9
62

4,
96
5

1,
51
1

-
-

-
3
1

【特
別
分
】

　
臨
時
財
政
対
策
債

36
,2
45

3,
50
7

28
,2
53

2,
84
3

4,
72
9

42
0

-
-

-
-

　
減
税
補
て
ん
債

25
3

14
0

25
3

-
-

-
-

-
-

-

　
退
職
手
当
債

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

　
そ
の
他

53
7

51
42
1

-
-

-
-

-
-

1
1
6

【そ
の
他
】

　
そ
の
他

40
40

-
-

-
-

-
-

-
4
0

合
計

12
0,
44
2

13
,7
29

57
,1
83

24
,2
64

27
,0
32

11
,2
37

-
-

-
7
2
6

そ
の
他
の

金
融
機
関

市
場
公
募
債

そ
の
他

種
類

地
方
債
残
高

政
府
資
金

地
方
公
共
団
体

金
融
機
構

市
中
銀
行

67



②
地
方
債
（
利
率
別
）
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

12
0,
44
2

99
,5
29

9,
77
3

9,
68
4

73
3

43
8

3
6

2
4
9

1
.
3
8
%

③
地
方
債
（
返
済
期
間
別
）
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

12
0,
44
2

13
,7
29

12
,8
10

11
,7
86

10
,8
37

10
,0
24

3
5
,
2
8
7

1
5
,
6
7
3

7
,
2
6
0

3
,
0
3
5

④
特
定
の
契
約
条
項
が
付
さ
れ
た
地
方
債
の
概
要

（
単
位
：
百
万
円
）

-

2
0
年
超

-

地
方
債
残
高

地
方
債
残
高

特
定
の
契
約
条
項
が

付
さ
れ
た
地
方
債
残
高

1.
5％

以
下

１
年
以
内

1.
5％

超
2.
0％

以
下

１
年
超

２
年
以
内

2.
0％

超
2.
5％

以
下

２
年
超

３
年
以
内

2.
5％

超
3.
0％

以
下

３
年
超

４
年
以
内

3.
0％

超
3.
5％

以
下

４
年
超

５
年
以
内

契
約
条
項
の
概
要

4
.
0
％
超

1
0
年
超

1
5
年
以
内

（
参
考
）

加
重
平
均

利
率

1
5
年
超

2
0
年
以
内

3
.
5
％
超

4
.
0
％
以
下

５
年
超

1
0
年
以
内
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⑤
引
当
金
の
明
細

（
単
位
：
百
万
円
）

目
的
使
用

そ
の
他

徴
収
不
能
引
当
金

5
6
2

4
2
1

3
4
8

7
6
2
9

投
資
損
失
引
当
金

-
-

-
-

-

退
職
手
当
引
当
金

1
6
,9
9
6

1
,3
8
1

8
6
6

-
1
7
,5
1
1

損
失
補
償
等
引
当
金

8
0
9

-
3

1
8

7
8
7

賞
与
等
引
当
金

1
,8
2
1

1
,8
8
3

1
,7
9
7

-
1
,9
0
7

合
計

2
0
,1
8
7

3
,6
8
5

3
,0
1
4

2
5

2
0
,8
3
4

本
年
度
減
少
額

区
分

前
年
度
末
残
高

本
年
度
増
加
額

本
年
度
末
残
高
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２
．
連
結
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（１
）補

助
金
等
の
明
細

名
称

私
立
保
育
所
整
備
費
補

助
金

特
別
養
護
老
人
ホ
ー
ム
整

備
等
補
助
金

柏
北
部
中
央
地
区
土
地

区
画
整
理
事
業
負
担
金

公
共
施
設
管
理
者
負
担

金 公
的
介
護
施
設
等
開
設

準
備
等
補
助
金

そ
の
他

計

手
賀
沼
流
域
下
水
道
維

持
管
理
負
担
金

環
境
衛
生
組
合
負
担
金

保
育
士
等
処
遇
改
善
事

業
補
助
金

私
立
保
育
所
運
営
費
等

補
助
金

学
校
給
食
費
補
助
金

そ
の
他

計

他
団
体
へ
の
公
共
施
設
等
整
備
補
助
金
等

(所
有
外
資
産
分
)

私
立
認
可
保
育
園
・幼

保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園

98
5
民
間
保
育
施
設
整
備
に
対
す
る
支

援
金

社
会
福
祉
法
人
等

45
8
民
間
社
会
福
祉
施
設
整
備
に
対
す

る
支
援

千
葉
県

36
1
都
市
計
画
事
業
に
係
る
負
担
金

柏
市
柏
イ
ン
タ
ー
西
土
地

区
画
整
理
組
合

31
3
道
路
占
用
物
復
旧
工
事
に
係
る
負

担
金

（
単
位
：
百
万
円
）

区
分

相
手
先

金
額

支
出
目
的

62
2
民
間
保
育
施
設
に
勤
務
す
る
保
育

士
へ
の
補
助
金

社
会
福
祉
法
人
等

24
2
民
間
社
会
福
祉
施
設
開
設
準
備
に

対
す
る
支
援

58
2

2,
94
1

私
立
保
育
所

59
0
民
間
保
育
所
の
運
営
費
に
対
す
る

補
助
金

市
内
小
学
校
等

53
1
学
校
給
食
費
無
償
化
に
対
す
る
補

助
金

52
,8
42

58
,5
87

合
計

61
,5
28

そ
の
他
の
補
助
金
等

千
葉
県
手
賀
沼
下
水
道
事

務
所

2,
99
8
千
葉
県
手
賀
沼
下
水
道
事
務
所
に

対
す
る
負
担
金

柏
・白

井
・鎌

ケ
谷
環
境
衛

生
組
合

1,
00
4
環
境
衛
生
組
合
に
対
す
る
負
担
金

私
立
認
可
保
育
園
・幼

保
連
携
型
認
定
こ
ど
も
園
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（２
）連

結
行

政
コ

ス
ト

計
算

書
に

係
る

行
政

目
的

別
の

明
細

（
単

位
：
百

万
円

）

経
常

費
用

1
8
,9

8
7

1
6
,2

6
8

1
8
3
,5

7
4

3
1
,5

4
1

2
,4

9
7

5
,5

9
2

9
,9

7
9

2
6
8
,4

3
8

業
務

費
用

1
4
,8

8
5

1
3
,6

6
6

1
7
,1

1
2

2
8
,8

1
3

1
,7

8
5

5
,4

4
2

9
,7

0
6

9
1
,4

1
0

人
件

費
2
,6

6
0

4
,0

3
8

9
,3

6
9

6
,6

7
3

5
9
6

4
,3

2
6

3
,9

5
5

3
1
,6

1
6

職
員

給
与

費
2
,1

4
3

2
,6

0
0

6
,2

4
0

5
,9

5
1

4
7
6

3
,7

3
8

2
,5

8
1

2
3
,7

2
8

賞
与

等
引

当
金

繰
入

額
1
7
7

1
9
5

4
8
1

3
5
3

3
3

2
8
8

3
2
8
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（１）財源の明細 （単位：百万円）

会計 区分 財源の内容 金額

地方税 72,191

地方交付税 6,777

地方譲与税 876

地方消費税交付金 10,221

分担金・負担金 1,013

その他 3,536

94,615

国庫支出金 906

県支出金 34

計 939

国庫支出金 34,064

県支出金 11,359

計 45,423

46,362

140,977

28,232

国庫支出金 271

県支出金 -

計 271

国庫支出金 6,159

県支出金 29,636

計 35,795

36,066

64,299

667

国庫支出金 762

県支出金 15

計 777

国庫支出金 -

県支出金 -

計 -

777

1,445

20,973

国庫支出金 106

県支出金 -

計 106

国庫支出金 15,768

県支出金 4,344

その他 6

計 20,118

20,224

41,197

-

国庫支出金 -

県支出金 -

計 -

国庫支出金 -

県支出金 -

計 -

-

-

3

国庫支出金 -

県支出金 -

計 -

国庫支出金 -

県支出金 -

その他 129

計 129

129

132

144,491

103,559

248,049

合計

３．連結純資産変動計算書の内容に関する明細

一般会計

税収等

小計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計

合計

公営企業会計

税収等

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

連結会計

税収等

国県等補助金

合計

特別会計

税収等

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

地方三公社

税収等

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

小計

合計

一部事務組合・
広域連合

税収等

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計

第三セクター等

税収等

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小計

合計
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